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近年、危険物施設の事故が増加の一途をたどっており、

また、東海地震、東南海・南海地震など国内での大規模

地震の発生のおそれが懸念されている状況を考慮すると、

危険物施設における事故防止対策を今後ますます推進す

る必要があり、そのためにも、発生した事故の原因を詳細

に調査し、その結果を踏まえて、危険物施設の技術基準

の見直しや施設点検技術の向上を図るなど、的確な事故

防止対策を行うことが必要です。

このような状況を踏まえ、平成20年８月27日の消防法

改正により第16条の３の２が追加され、市町村長等が

「製造所、貯蔵所又は取扱所において発生した危険物の流

出その他の事故（火災を除く。）であつて火災が発生する

おそれのあつたもの」（以下「危険物流出等の事故」とい

う。）について、原因調査を行うことができることとなり

ました。

そこで、市町村長等が危険物流出等の事故の原因調査

を効果的・効率的に実施できるよう、「危険物流出等の事

故調査マニュアル」を作成しました。

マニュアルの構成

本マニュアルでは、市町村長等が原因調査を行うこと

ができる危険物流出等の事故を「基本的事項について事

故調査を行う事故」「詳細調査を行うことが望ましい事故」

「消防庁長官調査を行うことが望ましい事故」に区分し、

それぞれの原因調査に関し解説を行いました。

基本的事項について事故調査を行う事故

危険物流出等の事故は、「危険物の流出があった事故」

及び「危険物の流出は認められないが、危険物施設の一

部又は全部が破損、変形などの異常な状態となった事故

のうち、火災の発生や危険物の流出のおそれのあったもの」

としております。「基本的事項について事故調査を行う事

故」は、これらの事故のうち、「詳細調査を行うことが望

ましい事故」又は「消防庁長官調査を行うことが望まし

い事故」に該当しないものとしています。

これまでも、市町村長等が、一般的な危険物にかかる

立入検査のための規定である消防法第16条の５の権限な

どを活用し、危険物施設における危険物流出等の事故の

原因調査を進めてきたところですが、「基本的事項につい

て調査を行う事故」については、これと同程度の原因調

査を行う必要があるとしています。

詳細調査を行うことが望ましい事故

a 詳細調査を行うことが望ましい事故の定義
過去の事故の状況や施設・設備の重要性に鑑み、危険

物施設から一定量以上の危険物が流出した事故や設備の

破損により大きな被害の発生するおそれが高くなる事故な

どを、詳細調査を行うことが望ましい事故としています。

s 詳細調査の方法
詳細調査は、これまでの直接的な事故の発生原因（例

えば、誤操作、腐食疲労等劣化）の特定のみにとどまる

ことなく、その発生原因が引き起こされた背後に潜む要因

（例：指示内容の伝達が不適切なため誤操作が発生、適

切な部品交換が行われていなかったため腐食疲労等劣化

が発生）についても調査を行うことを求めています。また、

発生原因が引き起こされた背後に潜む要因は、一つに限

らず、複数の要因が絡むことも多々あります。

そこで、詳細調査を進めて行くに当たっては、あらゆる

観点からの事実を確認していくとともに、これらを基に事

故原因を分析する必要があります。

事故原因の分析を行うための手段として、次のものを

紹介しております。

【事故分析チェックリスト】
事故分析チェックリストは人的要因の分析を行うため

に開発された手法です（図１）。当該チェックリストは、

「設備」「環境」「制度」「管理」「人」の５つの観点から

事故に関与した要因はないかどうかをチェックしていくも

のです。

【ＦＴＡ】
ＦＴＡ（Fault Tree Analysis＝フォルトツリー解析）

とは、故障・事故の分析方法です（図２）。

事故を最上段に記述し、その原因となる事象をＡＮＤ

ゲート（事故が発生する事象が全てそろわないと事故は発

生しない）又はＯＲゲート（事故が発生する事象がいく
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つかあるうち１つでも発生すれば事故となる）を用いなが

ら、掘り下げていき、事故を引き起こした基本事象の最

小の組み合わせを求めていきます。

【事故調査委員会による事故原因の究明】
危険物施設、化学現象、機械工学等について造詣の深

い委員（学識経験者、関係行政機関の職員、関係団体の

職員等）で構成された事故調査委員会を設置し、事故原

因の特定を行う方法です。

消防庁長官調査を行うことが望ましい事故

a 消防庁長官調査を行うことが望ましい事故の定義
消防法第16条の３の２第４項により、消防庁長官は、

調査を行う市町村長等（総務大臣を除く。）から求めが

あった場合に、危険物流出等の事故の原因調査を行うこ

とができるとされています。

社会的な影響の大きい事故で、今後、事故の原因を踏

まえた危険物施設の技術基準の見直しの検討を行う必要

のあるもの、市町村長等が事故の原因調査を十分に行う

ことができないものについては、消防庁長官調査を求める

ことが望ましいと考えられる事故に当たると定義しており

ます。

s 消防庁長官調査を行う際の連携
消防庁長官調査を行う際には、現地消防本部又は現地

都道府県と消防庁が合同で事故原因調査を実施すること

から、効果的・効率的に行うため、それぞれの調査体制、

得意分野等に応じたそれぞれの役割（分担）を明確にす

る必要があります。そこで、本マニュアルでは、事故原因

調査の流れに沿ったそれぞれの基本的な役割及び留意事

項を示しております。

危険物保安技術協会の活用

容量500kr以上の屋外タンク貯蔵所の基礎・地盤、タ

ンク本体（屋根、浮き屋根又はインナーフロートタンクの

浮き蓋を含む。）が係わる事故であって、事故原因の特定

が困難になると予想される場合などには、屋外タンク貯蔵

所に係る審査を主な業務としている危険物保安技術協会

の協力を求めることが考えられます。

また、市町村長等への協力とは別に、事業所自らが行

う事故原因究明において、原因究明の検討会を設立しよ

うとする場合に、中立公正の観点から危険物保安技術協

会の協力を求めることも考えられます。
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図１　事故分析チェックリスト（「環境」部分のみを抜粋したもの）

※ 　  は消防機関の調査としては必須項目とはしないが、 何らかの状況が掴めた場合は記入

第Ⅰ層 第Ⅱ層 第Ⅲ層 第Ⅳ層 参考例 チェック

エラーやヒヤリ・ハットを報告しにくい雰囲気である（報告者が保護
されない）、責任追及が優先される

許容範囲を超える作業に対して不満が出ない、現場から上がって
きた報告に対処しない（対策をとらない、フィードバックがない）

2   環境 2.1  物理的環境 2.1.1  温熱・騒音

2.1.2  作業スペース

a  環境が悪い

b  その他

a  作業スペースが確保されない

b  整理・清掃されない

c  その他

a  安全に対する意識が低い

b  その他

a  リーダーシップがない

b  安全の情報が乏しい

c  不平に対して鈍感

d  非難の文化

e  その他

気分的によくない環境だった（高温、騒音、粉塵）、採光・照明に問題、乱雑

作業場所に荷物が置かれていた、障害物があったので操作しづらかった

作業環境が乱雑、危険物のかすが体積していた

2.2  社会的環境 2.2.1  雰囲気 危険な操作であったが周囲の人も行っていたので気にしなかった、
不安全行動を相互に注意し合わない

2.2.2  安全文化 経営トップの明確な意思表示がない、組織の安全哲学が明示されない

報告システムがない、報告書の記入に時間を要するため報告しない
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